
前 橋 市 の 財 政

令 和 ７ 年 ５ 月



【参考 根拠法令抜粋】 

・地方自治法第２４３条の３第１項 

普通地方公共団体の長は、条例の定めるところにより、財政に関する事項を

住民に公表しなければならない。 

 

・前橋市財政状況の公表に関する条例第２条 

財政状況の公表は、前年 10 月 1 日から 3 月 31 日までの期間におけるものを

5 月末日までに行うものとする。 
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令和７年３月３１日現在 

         人 口  ３２８，０６３人 

            男  １６０，５４１人 

            女  １６７，５２２人 

        世 帯  １５７，３３３世帯 

        面 積  ３１１．５９ｋ㎡ 



１　令和６年度の財政状況（令和７年３月３１日現在）

　(1) 予算の規模

民生費

65,701,591

(42.1)

教育費

17,225,501

(11.0)

土木費

15,241,108

(9.8)

公債費

15,027,343

(9.6)

総務費

14,755,503

(9.4)

衛生費

10,427,543

(6.7)

商工費

8,772,232

(5.6)

消防費

5,256,192

(3.4)

農林水産業費

2,663,931

(1.7)

議会費

665,880

(0.4)

労働費

254,308

(0.2)
予備費

177,587

(0.1)災害復旧費

5,000

(0.0)

単位：千円
（％）

歳出合計

156,173,719

(100.0)

市税

54,428,192 

(34.8)

国庫支出金

30,544,808 

(19.6)

地方交付税

16,558,733 

(10.6)

県支出金

11,478,432 

(7.3)

諸収入

10,279,166 

(6.6)

地方消費税交

付金

8,900,000 

(5.7)

市債

8,825,700 

(5.6)

繰入金

4,164,686 

(2.7)

使用料及び手数料

3,091,238 

(2.0)

地方特例交付金

1,823,327 

(1.2)

繰越金

1,539,198 

(1.0)

地方譲与税

1,299,195 

(0.8)

その他

3,241,044 

(2.1)

単位：千円
（％）

歳入合計

156,173,719

(100.0)
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　(2) 市債の状況（令和７年３月３１日現在）

　(3) 基金の状況（令和７年３月３１日現在）

　　　　　基金現在高の内訳

運
用
型

1,000,884

2,542
110,858

区分
財政調整基金
減債基金
国民健康保険基金
国際交流基金

土地開発基金

交通安全基金
ふるさと前橋応援基金
教育振興基金
絆でつなぐ環境基金
グリーンドーム前橋財政調整基金
グリーンドーム前橋等整備基金
学校教育施設整備基金

292,661

社会福祉基金

282,967
4,401

921

森林環境譲与税基金
新型コロナウイルス感染症対応中小企業経営支援基金

企業版ふるさと納税基金
アーバンデザイン基金

85,848

21,836,145計

積
立
型

公共施設等整備基金
介護給付費準備基金
職員退職手当基金

206,175
156,967
703,039

3,112,689
1,983

135,616

254,334
1,733,426
1,736,715

　　　基金には、特定の目的のために資金を積み立てる「積立型基金」と、特定の目的のために定額
　　の資金を運用する「運用型基金」に区分されます。

現在高（千円）
8,667,662
2,695,378

651,079

土木債

29,271,809

(21.6)

教育債

23,282,666

(17.2)

衛生債

8,732,563

(6.4)
総務債

5,602,612

(4.1)消防債

3,885,375

(2.9)

商工債

3,367,080

(2.5)

民生債

3,257,505

(2.4)

農林水産業

債

1,687,543

(1.3)

その他

56,431,434

(41.6)

[うち臨時財

政対策債

(40.8)]

【目的別】
未償還元金

135,518,587
（100.0）

財務省

62,310,965

(46.0)

民間金融機関

50,707,951

(37.4)

地方公共団体

金融機構

19,515,434

(14.4)

旧郵政公社

255,412

(0.2)

その他

2,728,825

(2.0)

【借入先別】
未償還元金

135,518,587
（100.0）

単
単位：千円

（％）
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　(4) 令和６年度予算の執行状況（令和７年３月３１日現在）

歳 入

予 算 額 ( 千 円 )

収入済額(千円)

収 入 率 ( ％ )

54,428,192

54,311,104

34,232,623

30,171,637

16,558,733

16,608,709

12,345,300

3,939,400

11,647,315

7,965,811

35,619,150

33,212,387

164,831,313

146,209,048
計

そ の 他

県 支 出 金

市区町村の支出する特定の経費に対して県
が負担交付する支出金です

諸収入、地方消費税交付金、繰入金、使用
料及び手数料、地方特例交付金、繰越金、
地方譲与税、法人事業税交付金、財産収
入、寄附金、配当割交付金、株式等譲渡所
得割交付金、環境性能割交付金、交通安全
対策特別交付金、分担金及び負担金、ゴル
フ場利用税交付金、利子割交付金です。

予算額には、令和５年度から令和６年度へ
の繰越明許費及び事故繰越し繰越額
8,657,594千円を含みます。

68.4

93.2

88.7

一 般 会 計

市民の皆さんに納めていただいている市民
税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ
税、入湯税、事業所税、都市計画税です。

地方公共団体の支出する特定の経費に対し
て国が負担交付する支出金です。

地方公共団体が自主的な行政を行うための
財源として、国税の一定割合の額を地方公
共団体の財政力に応じて交付されるもので
す。

事業を行う際に多額の資金を要するとき、
国等の機関から借り入れるもので、将来返
済する義務を負うものです。

内　　　　　容項 目

99.8

88.1

100.3

31.9

市 債

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

市 税

3



歳 出

予 算 額(千円)

支出済額(千円)

執 行 率(％)

66,842,564

56,419,731

20,856,229

16,073,402

18,615,433

14,444,613

15,027,343

15,026,286

14,929,337

11,741,697

28,560,407

23,344,221

164,831,313

137,049,950

教 育 費

計

そ の 他

衛生費、商工費、消防費、農林水産業
費、議会費、労働費、予備費、災害復旧
費です。

予算額には、令和５年度から令和６年度
への繰越明許費及び事故繰越し繰越額
8,657,594千円を含みます。（項目の予算
額は、予備費充用後）

77.1

77.6

100.0

78.6

83.1

81.7

小・中学校、特別支援学校、市立前橋高
等学校、幼稚園、前橋工科大学、社会教
育、保健体育等に要する経費です。

道路維持・建設、河川改修、街路事業、
都市計画、土地区画整理、住宅建設、公
園整備等に要する経費です。

市債の元金、利子、一時借入金の利子等
の償還金です。

一 般 会 計

土 木 費

内　　　　　容

総 務 費

公 債 費

民 生 費

項 目

84.4

市民が一定水準の生活と安定した社会生
活を送れるよう保障するのに必要な経
費。具体的には、社会福祉、障害者・高
齢者・児童福祉、生活保護等の経費で
す。

広報、文化政策、交通政策、地域活動、
選挙、統計調査等に要する経費です。
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収入済額(千円) 収入率(%)

支出済額(千円) 執行率(%)

30,147,476 78.7

29,870,221 84.4

30,081,081 92.6

5,823,544 97.2

707,320 55.3

121,832 98.3

54,474 95.8

0 0.0

96,805,948 85.2

内　　　　　容

75.0

競 輪

90.1

特 別 会 計

会 計 名

計

84.4

産 業 立 地
推 進 事 業

57.4

新 ｴ ﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｰ
発 電 事 業

64.0

1,279,097

733,910

123,958

79,358

0.0

母 子 父 子
寡 婦
福 祉 資 金
貸 付 金

用 地 先 行
取 得 事 業

35.3

56,865

20,083

予 算 額 ( 千 円 )

38,322,888

28,757,325

35,395,875

31,892,946

10,100

0

後 期 高 齢 者
医 療

87.55,245,556

介 護 保 険

国 民 健 康
保 険

113,658,954

95,885,859

競輪事業及び施設の維持管理
を行うものです。

６５歳以上又は４０歳から６
４歳までで特定疾病に該当す
る方への必要な居宅介護・施
設介護サービス等の保険給付
事業を行うものです。

国民健康保険法に基づき、被
保険者の疾病、負傷、出産及
び死亡に関して、必要な保険
給付事業を行うものです。

後期高齢者医療の事務を処理
するため、広域連合に対し、
保険料の納付を行うもので
す。

本市の産業経済発展を目的に
企業誘致を推進するため、産
業用地の造成・分譲を行うも
のです。

環境負荷の少ないまちづくり
を推進するとともに、新エネ
ルギーに対する市民意識の高
揚を図るため、太陽光発電事
業や小水力発電事業を行うも
のです。

母子父子家庭や寡婦を対象と
して、自立のために、生活資
金などの貸付けを行うもので
す。

公共事業の円滑かつ効率的な
執行と計画的な土地利用を図
るため、公共用地の先行取得
を行うものです。

32,478,226

29,156,681

5,991,945

89.8
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２ 市有財産の状況  

   

 
令和７年３月３１日現在  

 

 

 ９，３１４，２９７．２３㎡ 

公園、学校用地など  

 

 

３，２３９，４７３千円 

 株券、各種出資金及び債権など 

 

 

 

 １，４１３，０５６.８６㎡ 

 学校、市営住宅など  

 

 

３６１台 

ごみ収集車、消防ポンプ車など  

 

 

２１，８３６，１４５千円 

  財政調整基金など  

土地  建物  

車両  

有価証券、その他の権利  

基金  
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３　令和７年度当初予算のあらまし

　(1) 予算の規模

（ 単位：千円）

令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 伸 び 率

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 （ ％ ）

157,836,036 152,511,803 5,324,233 3.5

国 民健 康 保険 33,361,316 31,427,721 1,933,595 6.2

後期高齢者医療 5,969,173 5,744,918 224,255 3.9

競 輪 30,832,337 29,584,304 1,248,033 4.2

介 護 保 険 36,095,705 35,069,913 1,025,792 2.9

母 子父 子 寡婦
福祉資金貸付金

49,837 56,994 △ 7,157 △ 12.6

新 エネ ル ギー
発 電 事 業

132,444 133,530 △ 1,086 △ 0.8

用 地 先 行
取 得 事 業

10,100 10,100 0 0.0

産 業 立 地
推 進 事 業

744,687 1,105,133 △ 360,446 △ 32.6

計 107,195,599 103,132,613 4,062,986 3.9

265,031,635 255,644,416 9,387,219 3.7合　　　計

特
　
　
　
別
　
　
　
会
　
　
　
計

各　　  会  　　計 　 　予  　　算

　　　令和７年度の一般会計の予算規模は、総額１，５７８億３，６０４万円で、対前年度
　　３．５％の増となりました。
　　　なお、特別会計の当初予算額は、８会計合計で１，０７１億９，５６０万円です。

一 般 会 計

会 計 名 比 較 増 減
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　(2) 一般会計歳入・歳出予算の内訳（令和７年度当初予算）
（単位：千円，％）

令和７年度 令和６年度
当初予算額 当初予算額

市税
市民税、固定資産税、市たばこ税など

国庫支出金
生活保護費国庫負担金など

地方交付税
普通交付税、特別交付税

諸収入
小口資金預託金元金収入など

県支出金
子どものための教育・保育給付交付金など

市債
庁舎等整備事業債、校舎改造事業債など

地方消費税交付金

繰入金
財政調整基金繰入金など

使用料及び手数料
市営住宅使用料、搬入ごみ手数料など

地方譲与税
自動車重量譲与税、地方揮発油譲与税など

法人事業税交付金

財産収入
土地売払収入、土地家屋貸付収入など

その他
寄附金、株式等譲渡所得割交付金など

歳　　入　　合　　計 157,836,036 100.0 152,511,803 100.0 3.5

令和７年度 令和６年度
当初予算額 当初予算額

民生費
認定こども園施設給付事業、生活保護費支給事
業など

土木費
道水路補修改良事業、中心市街地等再生事業など

教育費
公立大学法人運営事業、学校給食実施事業など

公債費
市債元金の償還金と支払利子

総務費
市庁舎管理事業、情報システム運用事業など

商工費
各種預託金、赤城公園整備促進事業など

衛生費
予防接種事業、ごみ分別収集運搬事業

消防費
消防車両整備事業、防災行政無線管理運営事業など

農林水産業費
森林整備推進事業、市単独農業土木事業など

議会費
議員報酬等、職員人件費など

予備費

その他
労働費、災害復旧費

歳　　出　　合　　計 157,836,036 100.0 152,511,803 100.0 3.5

15,800,000 10.0

12,368,870 7.8

4,650,243

7.6

項　　　目
（主な内容）

構成比

56,131,831 35.6

28,093,429 17.8

11,432,700 7.3

5.68,900,000

11,963,232

3.0

0.9

3,091,575 2.0

8,600,000

980,000

0.4 △ 1.9

699,055

15,065,622 9.9

5.6

2.84,232,918

3.4

0.0

12,963,600

0.5

300,000 0.2

670,099

8.9

1.7

10.5

39.7

10.6

8.5

1.6

19.3

構成比

53,247,674 34.9

9,645,100 6.3

7.2

13,959,269 9.2

27,165,675 17.8

15,300,000 10.0

11,000,884

項　　　目
（主な内容）

構成比 構成比

2,318,383 1.4 3,279,652 2.2

0.60.71,070,000

2.0

6,111,881 3.9

1.7 2,564,609

10.2 16,030,773

0.4

1,310,001

60,509,551

15,663,003 9.9 16,132,802

15,092,364 9.6

12,477,044 7.9 13,574,056

8.9

0.81,326,621

増減率

5.4

3.5

△ 29.3

増減率

11.6

0.2

3.4

8.7

△ 11.4

8.7

0.3

△ 2.6

0.8

5.9

△ 2.9

9.2

△ 8.1

3.3

△ 31.2

18.5

9.9

1.3

162,467 0.1 236,123 0.1

657,054

6.1

5,123,361

300,000 0.2

0.4

10,425,660

14,096,559

680,615

16,157,469

6.6 9,341,207

2,605,821

64,086,714 40.6

3,100,112
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令和７年度当初予算一般会計歳入款別構成比

令和７年度当初予算一般会計歳出目的別構成比

民生費

64,086,714

(40.6)

土木費

16,157,469

(10.2)

教育費

15,663,003

(9.9)

公債費

15,092,364

(9.6)

総務費

14,096,559

(8.9)

商工費

12,477,044

(7.9)

衛生費

10,425,660

(6.6)

消防費

6,111,881

(3.9)

農林水産業費

2,605,821

(1.7)

議会費

657,054

(0.4)

予備費

300,000

(0.2) その他

162,467

(0.1)

歳出合計

157,836,036

（100.0）

単位：千円
（％）

市税

56,131,831

(35.6)

国庫支出金

28,093,429

(17.8)

地方交付税

15,800,000

(10.0)

諸収入

12,368,870

(7.8)

県支出金

11,963,232

(7.6)

市債

11,432,700

(7.2)

地方消費税交付金

8,900,000

(5.6)

繰入金

4,650,243

(3.0)

使用料及び手数料

3,100,112

(2.0)

地方譲与税

1,326,621

(0.8)

法人事業税交

付金

1,070,000

(0.7)
財産収入

680,615

(0.4)

その他

2,318,383

(1.5)

単位：千円
（％）

歳入合計

157,836,036

（100.0）
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　(3) 市税の状況

市 税 の 構 成

市 税 の 使 途 （ 10,000 円 当 た り ）

生活保護、各福

祉事業の推進等

3,278円

借入金の返済

等

1,569円

教育、文

化、体育施

設の整備

1,203円

交通、環境対

策、戸籍住民

1,095円

道路、

橋、水

路、住宅

960円

ごみ収集、

健康増進事

業等

897円

消防対策費

490円

農業、林業等の振

興

216円

商工業の振興

174円

雇用対策ほか

118円

市民税

23,689,896

(43.5)

固定資産税

22,830,438

(42.0)

市たばこ税

2,305,256

(4.2)

事業所税

2,208,207

(4.1)

都市計画税

2,186,015

(4.0)

軽自動車税

1,141,380

(2.1)

入湯税

67,000

(0.1)

令和６年度

最終予算
54,428,192
（100.0）

市民税

25,307,633

(45.1)

固定資産税

22,969,509

(40.9)

市たばこ税

2,240,000

(4.0)

都市計画

税

2,213,488

(4.0)

事業所税

2,208,480

(3.9)

軽自動車税

1,129,718

(2.0)

入湯税

63,001

(0.1)
特別土地保有税

2

(0.0)

令和７年度

当初予算
56,131,831
（100.0）

単位：千円
（％）

令和７年度市税予算

56,131,831千円

税負担（3月末時点）

1世帯当たり

356,771円

1人当たり

171,101円
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　(4) 主な施策

６つのまちづくりの柱

１．人をはぐくむまちづくり（教育・人づくり）　

金　額 内　　　容

◆ ＧＩＧＡスクール 3億2,274万円
ＧＩＧＡスクール構想を推進し、市立前橋高校
にＷｉ－Ｆｉ環境を整備

◆ 特別支援教育推進事業 2億2,948万円
特別支援教育の対象児童・生徒の増加に対応す
るため、人員体制を拡充

〇
特別支援学校校舎増築設計業
務委託

600万円
特別支援学校の児童・生徒数の増加を踏まえ、
４教室分の増築工事の設計を実施

２．希望をかなえるまちづくり（結婚・出産・子育て）

金　額 内　　　容

〇 市立小学校給食費無償化 9億2,585万円 4月から無償化を実施

◆ 地域子育て支援拠点事業 1億1,449万円 地域子育て支援拠点に、第二保育所を追加

〇
病児保育施設利用予約システ
ム導入

286万円 ＷＥＢ予約システムを導入

３．生涯活躍のまちづくり（健康・福祉）　

金　額 内　　　容

◆ 緊急通報電話設置事業 2,307万円
住民税課税世帯を対象に拡大し、ひとり暮らし
の高齢者などの見守りを支援

◆ 成人歯科健診の対象年齢拡充 1,132万円
歯周病などが進行しやすいとされる60代を追加
（63歳・68歳）

◆
小児インフルエンザ予防接種
費用助成

907万円
受験などを控える大切な時期を支援するため、
18歳（高3相当）への公費助成を拡大

４．活気あふれるまちづくり（産業振興）

金　額 内　　　容

◆ 担い手支援事業補助金 5,427万円
認定事業者などに、農業用施設・機械などの導
入費用の一部を補助（採択率向上）

◆ 設備投資支援補助金 5,400万円
生産性向上設備導入枠の補助対象にリース設備
を追加するとともに、省エネ設備導入枠の補助
上限を増額

〇 人材確保支援補助金 1,000万円
人材紹介手数料や副業人材の人件費の一部を補
助

　第七次前橋市総合計画に基づく施策を着実に推進していくとともに、社会情勢の変化や危機
にも備えながら、財政の健全化に十分に配慮した予算編成を実施。（○は新規事業、◆は充実
事業）

　結婚や出産の希望を叶えられ、子育てを楽しむことができるまちを目指します。

事　業

　充実した医療福祉環境のもと、生涯を通した心や体の健康づくりを推進するとともに、誰もが自分ら
しく生きがいを持ち、共に支え合いながら活躍できるまちを目指します。

事　業

　ふるさとを愛し、多様性を尊重する心豊かな人間性を育むとともに、あらゆる世代が共に学び、支え
合えるまちを目指します。

事　業

　既にある仕事の魅力を高めるとともに、新たな仕事を創出し、市民それぞれが個性を活かして活躍で
きるビジネスチャンスにあふれたまちを目指します。

事　業
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５．魅力あふれるまちづくり（シティプロモーション）

金　額 内　　　容

〇 前橋空襲と復興資料館 2,328万円
資料館を開館するとともに、前橋歌舞伎舞踊を
公演

〇 台湾インバウンド誘致 2,000万円
台湾からのインバウンドを誘致するための施策
を展開

〇
「前橋ウィッチーズ」関連事
業

1,525万円
前橋を舞台にしたアニメの放送開始にあわせ
て、ファン来訪の受け皿を整備

６．持続可能なまちづくり（都市基盤）

金　額 内　　　容

◆ 道水路補修改良事業 13億2,738万円
道水路の維持管理、補修工事、改良工事などを
実施（当初予算を増額）

◆
五差路交差点周辺ウォーカブ
ル推進事業

3,363万円
本町二丁目五差路交差点の課題解消等のため
に、県の「クリエイティブシティ推進事業」と
一体的に事業を実施

〇
高校生世代通学バス定期代補
助事業

1,000万円 本市在住の高校生のバス定期代の半額を補助

　(5) 競輪収益金の使途状況

　競輪収益金については、市民福祉の向上のために活用するという従来からの基本方針に基づ
き、保育所や学校施設の整備などの財源として活用します。

　地域の魅力を創造・発信し、誰もが訪れ、住み続けたくなるまちを目指します。

事　業

　人口減少・少子高齢社会に対応した都市基盤の構築を推進し、将来にわたり安全で、安心して暮らせ
るまちを目指します。

事　業

競輪収益金 400,000千円
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